
べての子どもや子育て家庭に普遍的に提供される枠組みを構築するとともに、それぞれ

の地域においては、地域の実情を踏まえて、給付・サービスの整備に積極的に取り組ん

でいく必要がある。

① 親の就労と子どもの育成の両立を支える支援

・ 出産前から 歳未満の時期 ― この時期の支援への重点的な取組、就業希望者3
を育児休業と保育、あるいはその組合せでカバーできる体制・仕組みの構築、それぞ

れの制度における弾力化による多様な選択を支える切れ目のない支援

・ 歳から小学校就学前の時期の支援 ― 認定こども園と短時間勤務の普及・促進3

・ 学齢期の放課後対策 ― 全小学校区での「放課後子どもプラン」の実施による空

白地区の解消、対象児童の増加に対応した 学校区当たりのクラブ数の増加による1
保育所から放課後児童クラブへの切れ目のない移行と適正な環境の確保

② すべての子どもの健やかな育成を支える対個人給付・サービス

・ すべての子育て家庭に対する一時預かり制度の再構築 ― すべての子ども・子育

て家庭に対するサービスとして機能するよう事業を再構築し、一定水準のサービス利

用を普遍化

・ 子育て世帯の支援ニーズに対応した経済的支援の実施 ― 子育て世帯の支援ニ

ーズに対応し、現金給付と税制を通じて総合的に経済的支援を実施

③ すべての子どもの健やかな育成の基盤となる地域の取組

・ 妊婦健診の支援の充実 ― 望ましい受診回数を確保するための支援の充実

・ 各種の地域子育て支援の面的な展開と当事者主体の取組の重視 ― 全市町村

で生後 か月までの全戸訪問を実施、小学校区すべてに地域子育て支援拠点を面4
的に整備

・ 安全・安心な子どもの居場所の設置 ― 全小学校区における放課後子ども教室の

実施（「放課後子どもプラン」）

・ 家庭的な環境における養護の充実など適切な養育を受けられる体制の整備 ―

家庭的な環境における養護の充実、施設機能の見直し など

（現物給付を優先した家族政策の充実と効果的な財政投入の必要性）

○ 現在、 の社会支出の「家族」部門に準拠して、我が国の児童・家族関係の社会OECD
支出額を推計すると、およそ 兆 億円（ の に相当）となっている。4 3,300 GDP 0.83%

○ 次世代育成支援に関する給付・サービスは多岐にわたるが、今後の人口構造の変化に

対応して、仕事と生活の調和を推進し、かつ、国民が希望する結婚や出産・子育ての実

現を支えることに早急かつ戦略的な対応が必要であることにかんがみると、先述した考え

方に示した給付・サービスの充実、とりわけ仕事と子育ての両立や家庭における子育てを
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支える社会的基盤となる現物給付の実現に優先的に取り組む必要があり、これを支える

効果的な財政投入が必要である。

※ （参考） 本重点戦略の策定に向けた議論の過程で示された社会的コストの推計

（次世代育成支援の社会的コストは「未来への投資」）

○ 次世代育成支援の社会的コストは、これを単に社会的コストの増加としてとらえるのでは

なく、このコストを負担することにより、仕事と出産・子育ての両立が可能になることによる

女性の労働市場参加の実現や、国民の希望する結婚や出産・子育ての実現を通じた将

来の労働力人口の減少の緩和により大きなベネフィットが生まれるものであり、「未来へ

の投資」と認識すべきものである。

○ 逆に、今、この社会的コストを負担しなければ、持続的な経済発展を支える労働力の確

保ができず、結果的には国民経済の成長の制約という形で、将来、より大きな社会的な

コストを負担することになるほか、例えば、育児の孤立化がさらに進み、児童虐待のリスク

が増加するなど、より大きな問題につながることも懸念される。

○ 経済財政運営の見通しや社会保障の給付と負担の見通し、公的年金の財政検証など

では、女性の労働市場参加が実現することを前提として組み込んでいるが、その一方で、

女性の労働市場参加と国民の希望する結婚・出産・子育ての実現を支えるための次世

代育成支援の社会的コストの負担は各種の見通しには組み込まれていない。

○ 女性の労働市場参加の実現を前提に、今後の経済財政運営や社会保障を考えていく

のであれば、働き方の見直しによる仕事と生活の調和の実現に向けた取組とあわせて、

社会全体でこの次世代育成支援のためのコストを負担していくことが必要であり、女性の

労働市場参加と未来の社会の担い手となる子どもの健やかな育成の基盤を整えることは、

まさに「未来への投資」である。

（具体的な制度設計の検討）

○ 現行の次世代育成支援制度の費用は、国、地方公共団体の公費、企業の拠出金、労

使折半の保険料により賄われており、現行の費用負担の構成は、おおむね公費 に対し8
て労使の保険料等が の割合となっている。2

※ （参考） 現行の次世代育成支援の給付・サービスの費用構成

○ 今後、少子化対策の給付の充実に当たっては、諸外国と比較しても特に厳しい財政状

況の下で、その費用を次世代の負担によって賄うことのないよう、必要な財源をその時点

で手当てして行うことが必要である。

○ 以下に示すポイントも考慮して、

・ 仕事と生活の調和の実現と希望する結婚や出産・子育ての実現を支える給付・サービ

スを体系的かつ普遍的に提供し、
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・ 必要な費用についてはこれを次世代の負担とすることなく、給付の性格や施策間の整

合、連携を考慮しつつ、国、地方公共団体の公費負担、事業主や個人の子育て支援

に対する負担・拠出の組合せにより支える

具体的な制度設計の検討について、直ちに着手の上、税制改革の動向を踏まえつつ速

やかに進めるべきである。

《制度設計に当たって考慮すべきポイント》

： 子どもの健やかな育成の観点から一定のサービスの質を担保すること

： 子育て家庭の支援ニーズに対応して、現金給付と現物給付を適切に組み合わせ、

きめ細かな対応を図ること

： 事業主の取組と地方公共団体の取組を連結し、切れ目のない一体的な支援を実

現すること

： 現在の子育てをめぐる状況下では現金給付より現物給付の方が緊急性が高く、また、

実施や普及に時間がかかることを考慮すること

： 国が示す基本的な考え方の下、地方公共団体が地域の実情に応じて責任を持っ

て事業を展開できるよう配慮すること

： 子育ての当事者をはじめとする多様な主体の参画、行政とこれらの主体の協働を

図ること

： 関連する諸制度（税制等）との関係も総合的に考慮すること

： 虐待を受けた子どもなど特別な支援を要する子どもや家庭に対する配慮を包含す

ること

（具体的な制度設計の検討とともに先行して実施すべき課題）

○ 包括的な次世代育成支援を図る制度設計の検討とともに、平成 年度までの現行の21
「子ども・子育て応援プラン」及び地方公共団体の次世代育成支援のための行動計画の

見直しも視野に入れ、

・ 一定の質の確保された保育サービスの量的な拡大を可能にする提供手段の多様化

のための家庭的保育の制度化、

・ 一時預かり事業や地域子育て支援事業の法律的な位置付けの明確化、

・ 地方公共団体や事業主が策定する次世代育成支援のための行動計画に基づく取組

の推進のための制度的な対応

・ 家庭的養護の充実や社会的養護体制の計画的整備など社会的養護体制の充実

などの課題について、 年度において先行して実施すべきである。20
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４ 利用者の視点に立った点検・評価とその反映

（点検・評価の現状と今後の在り方）

○ これまでの少子化対策の評価は、プランに掲げられた施策が計画どおり進捗しているか

どうかを把握することが中心であり、利用者の視点に立脚した恒常的かつ持続的な点検

・評価は行われてこなかった。

○ 少子化対策の推進の実効性を担保するためには、以下のような利用者の視点に立った

点検・評価の導入を図る必要がある。

① 結婚や出産・子育てに対する希望の実現度

妊娠・出産後の継続就業率を政策目標に関わる指標として導入するなど、結婚や出

産・子育ての各ステージにおいて国民の希望がどの程度実現したかという点に着目し

た点検・評価

② 利用者の多様性

利用者の多様性といった観点も考慮に入れ、幅広い層の利用者の声を聞くよう努め

るなど、利用者の多様性に即した、きめ細かな点検・評価

③ 地域差

地域によるニーズの違いを前提にしつつ、利用者がそれぞれの生活圏で真に必要な

サービスを受けられているかという視点に立った点検・評価

④ 支援策相互の連携

利用者が出産、子育て、あるいは子どもの成長の各ステージに応じて各支援策のメ

ニューに容易にアクセスでき、これらを切れ目なく選択することができているかといった

点に着目した点検・評価

⑤ 質と量の評価

サービスの量が確保されているかはもちろんサービスの質が十分に確保されているか

という点にも着目した点検・評価

⑥ 支援策の周知と利用しやすさ

支援策の存在が十分に知られているか、利用者が気軽に利用できる状態になってい

るか等、制度の運用面に着目した点検・評価

利用者の視点に立った点検・評価手法を構築するとともに、それを施策の改善に

つなげていくため、平成 年度までの現行のプラン の見直しに当たって、利用21 ※

者の視点に立った指標等を盛り込んで、定期的に点検・評価を行い、その結果を

毎年度の予算編成、事業実施に反映させる サイクルを確立する。PDCA
※「子ども・子育て応援プラン」及び地方公共団体の次世代育成支援のための行動計画
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○ 具体的には、以下のとおり、利用者の視点に立った点検・評価を導入する。

・ 結婚や出生行動に影響を及ぼしていると考えられる要素（経済的基盤、継続就業見

通し、夫婦間の家事・育児分担等）に各種施策を対応させて施策体系を整理するととも

に、現行プランの見直しに向け利用者の視点に立った新たな指標を導入する。

・ そのために、既存統計の改善・工夫、利用者意向調査等の実施等、点検・評価手法

の充実を図るとともに、これを実際の施策の改善につなげていくために、プランの目標を

設定する段階から利用者の視点に立った指標等を盛り込み、定期的にこれらに基づい

た点検・評価を実施し、その結果を毎年度の予算編成や事業実施、中期的なプランの

策定という一連の過程に反映させる、 サイクルの定着が重要である。PDCA

○ 利用者の視点に立った点検・評価の導入は、実施可能なものから着手し、より良い方法

へ漸進させていくという柔軟な姿勢が必要であり、進捗状況を見守るための枠組みを設

け、フォローアップを行うことが必要である。

おわりに ～ 支援策が十分に効果を発揮するための国民の理解と意識改革 ～

○ 次世代育成支援に係る施策の必要性やその効果について、一般に、また、施策の対象

となる子育て世代においてさえも疑問視する声がある。各種の施策の効果的な展開に努

めるとともに、将来に向けた「未来への投資」としての施策の必要性と有効性について、十

分に国民に説明し、理解の浸透を図ることが必要である。

○ さらに、各種施策が効果を発揮するには、施策の着実な実施とあわせて、生命を次代

に伝え育んでいくことや、家族の大切さ、家族を支える地域の力が、これから子どもを生

み育てていく若い世代や子どもたち自身に受け継がれ、自然に子育ての喜びや大切さを

感じることができるよう、社会全体の意識改革のための国民運動を展開していく必要があ

る。
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